
 

先月末に、安部政権初めての概算要求が締め切られました。一般会計の要求総額

は、対今年度予算比 7.4％増の 99 兆 2 千億円程度で、要求額としては過去最大

となりました。特別会計に計上された別枠の東日本大震災の復興費用と合計する

と、103 兆円を超える規模で過去最高です。 

厚生労働省は、一般会計 30 兆 5620 億円で、国家予算の 1/3 近くを占めます。

民主党政権下で行なわれてきた、年金・医療費等の社会保障関連費用の自然増（約

9700 億円）をカットしない方針は継続されたようです。民主党政権になる前ま

では、毎年 1 割カットされ、悪評の一つでした。 

農林水産省は、民主党政権下で始まった農業の個別保障制度を、来年度も同規

模で継続することを要求しています。一方、民主党政権下で大きく削減された、

土地改良のための農業農村整備事業の今年度比 21.7％増などが盛り込まれまし

た。農業土木の復活を印象付けます。 

国土交通省は、公共事業を増やし同 16.3％増の 5 兆 8590 億円を要求してい

ます。これ以外に高速道路、新幹線等の従来型事業も一部を「防災」や「地域活

性化」の名目で特別枠に盛込みました。 

こうして見ると、各省庁が省益を主張し積みあがった金額は膨れ上がり、借り

換え・利子の支払い等で必要な 25 兆 2792 億円に上る国債費に、さらに新発債

の借金が上積みされます。膨らんだ予算の中でも、公共事業費が膨大な金額とな

り、農林土木、国土交通省関連ともに 2 割程度の増加です。選挙を頑張ったのは

この業界の方々ですが、その御礼が国民の税金や、将来の子供達につけ回しして

支払われるのは納得がいきません。 

 

  概算要求、人からコンクリートへ 

 

97 

 

 



 

 

2020 年のオリンピックの開催地に、東京が選ばれました。国民としてうれ
しい話であり、「さすが日本だ」と、国際社会が感じてもらえるような大会に
しなければならないと思います。招致活動に携わった、多くの皆さんの努力
に感謝するところです。 
お祝いに水を指すわけではありませんが、一方で課題も残っています。原

発事故の抱える課題、東日本大震災からの復興がまず挙げられます。それ以
外にも、古くなった東京のインフラ整備、ボイコットする国が出ないよう近
隣諸国との関係改善なども課題でしょう。 
招致成功の余韻が残る中ですが、いずれも着実に解決していかなければな

らない課題です。開催までは 7 年ありますが、意外と短い期間です。だから
といって拙速では困ります。予算だって有効に使わなければいけません。 
五輪開催の影にある課題にも向きあい、誰の心にも残る大会になるよう、

国際社会が平和でこの大会に臨めるように努力して行く責務を、日本が負っ
たとも言えるのではないでしょうか。 


